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ベトナム「法整備・執行の質及び効率性向上プロジェクト」の概要と現況

前ＪＩＣＡ長期派遣専門家・チーフアドバイザー 1

（現さいたま地方検察庁検事）
　横　幕　孝　介　　

第１　はじめに
　ベトナムでは、２０２１年１月から、新たに、ベトナムにおける法・司法改革の促進と
国家の国際競争力の強化に寄与するため、法規範文書制度の質及びその効果的な執行が
国際標準に照らして向上することを目的として、「法整備・執行の質及び効率性向上プロ
ジェクト」（以下「新プロジェクト」という。）が開始されている。新プロジェクトの骨格
は、各カウンターパートにおける最優先課題を選定した上で（第一段階）、ワーキンググ
ループ活動を通じてそれら課題の原因を分析し、これに対する解決策を検討、提案する

（第二段階）ことを柱とするものである。当職は、新プロジェクトにおいて、立ち上げか
ら第一段階に関与し、２０２２年３月末をもって任期満了を迎えたことから、本稿では、
これを機に、改めて新プロジェクトの枠組みとこの間の活動の状況について概要を報告す
ることとしたい。もとより、本稿における意見にわたる記載は、個人的な見解である。

第２　新プロジェクトの策定経緯
　１　課題

　ＪＩＣＡプロジェクトの策定は、通常、数度にわたる詳細計画策定調査のプロセス
を経て行われる。新プロジェクトに関する同調査は、２０１９年１月、同年９月、
２０２０年１月、同年５月の計４回にわたって実施されたが 2、これらの調査において
新プロジェクトの策定上の課題となったのは、大きく以下の２点であった。
　一つ目は、１９８６年のドイモイ政策開始以降、ベトナム自身が着実に市場経済化
への道を進め、経済的な発展を遂げるとともに、これと歩みを合わせるように、法整
備分野のＪＩＣＡプロジェクトにおいても多くの成果が挙げられてきたことなどの
背景を受け 3、この間、ベトナム側からの日本側への要請が多様化、拡大化する傾向に
あったことへの対応である。先方の要請の多様化、拡大化は、それ自体日本への期待
の現れの大きさとして歓迎すべきことであるともいえるが、他方で、ＪＩＣＡプロ
ジェクトとして各種の活動を進める際には、日本側の投入を踏まえつつ、成果達成に

1　ベトナム長期派遣専門家としての任期は、２０１９年１２月２５日～２０２２年３月３１日。
2　調査団員は、各国の状況に応じて、ＪＩＣＡ職員のほか、ＩＣＤ教官、大学教授らの関係者によって構成される。新
プロジェクトの策定においては、いずれも、森嶌昭夫名古屋大学名誉教授を顧問とする調査団が結成、実施された。

3　これまでのプロジェクトの成果の概要を簡潔にまとめたものとして、ＩＣＤ ＮＥＷＳ第８７号「ベトナム支援につ
いて～概説記事～」（国際協力部教官（当時）河野龍三著）がある。詳細については、同記事で引用されている過去の
ＩＣＤ ＮＥＷＳの記事を参照されたい。
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向けたＰＤＭ（Project Design Matrix）の枠組みの下での制約を受けることは避けられ
ない。実際、このような問題意識は、遅くとも、２０１８年１月に実施された前プロ
ジェクトの中間評価における指摘において顕在化し 4、その後、前プロジェクトでは、
同評価における提言等を受け、「目標・成果の明確化」、「活動領域の選択と集中」等
の方針の下、当初のＰＤＭを改訂するなどの対応が取られていた 5。こうした流れを受
けて、新プロジェクトでも、プロジェクトの成果達成に向けた効果的な運営という観
点から、いかにプロジェクトで扱う活動を絞り込めるような枠組みとするかが一つの
大きな課題となっていた。
　二つ目は、この間、ベトナムにおける法整備支援のプロジェクトは、ベトナムの
法・司法改革に関する基本的な方針に沿う形で進められてきたところ、新プロジェク
ト開始のタイミングが、この方針に関する節目と重なった点である。ベトナムにおけ
る法・司法改革に関する方針は、２００５年の党政治局第４８号及び第４９号決議に
おいて示されたが 6、同各決議は、中期的な方針として２０２０年までをその対象期間
としたため、当初から、２０２１年以降については、同各決議の総括結果を踏まえた
上で、新たな法・司法改革の方針（以下「新方針」という。）が示されることが予想
されていた。他方で、新方針については、２０２１年１月に開かれる第１３回党大会
やその後の国会での組閣を経て策定が開始されることになるため、案件策定段階はも
ちろん、新プロジェクト開始時点においても、新方針が具体的にどのような内容とな
るのかは必ずしも明らかにはならないことが想定された。そのため、それまでのプロ
ジェクトとは異なり、新プロジェクトの枠組みを検討するに当たっては、おって策定
されることになる新方針の内容に沿うことができるような設計とするとともに、新方
針が策定されるまでのベトナム国内のプロセスに要する期間を考慮する必要があっ
た。

　２　策定調査
　なお、詳細計画策定調査については、第１回から第３回までは調査団がベトナム現
地に出張する形で行われたが、２０２０年３月に予定されていた第４回については、
新型コロナウィルスの感染拡大に伴う規制強化の影響を受けて調査団の訪越が困難と
なり、同年５月に延期されるとともに、オンラインで実施されることとなった。同年
４月には、複数の長期専門家が避難一時帰国を余儀なくされる事態も重なり、その後
も、オンラインを活用しながら、前プロジェクトの活動と並行して、新プロジェクト
に関する日本側関係者間及び日越関係者間での検討、協議が重ねられ、最終的に、同

4　前プロジェクトは、２０１５年４月～２０２０年１２月をプロジェクト期間とし、司法省（ＭＯＪ）、首相府（ＯＯ
Ｇ）、最高人民裁判所（ＳＰＣ）、最高人民検察院（ＳＰＰ）、ベトナム弁護士連合会（ＶＢＦ）の５機関をカウンター
パートとする「２０２０年を目標とする法・司法改革プロジェクト」であり、中間評価では、「プロジェクト活動が広
範多岐にわたり、必ずしもプロジェクト目標との関連性が明確でない活動が行われ、プロジェクト全体の効果を低減
させている」旨の指摘がなされるなどした。

5　詳細については、ＩＣＤ ＮＥＷＳ第７８号「プロジェクト・デザイン・マトリックス（ＰＤＭ）の改訂」（ＪＩＣＡ
長期派遣専門家（当時）塚部貴子著）を参照されたい。

6　詳細については、ＩＣＤ ＮＥＷＳ第２８号「国際研究Ⅰ　ベトナムの統治機構，司法制度の概観」（ＩＣＤ教官（当
時）伊藤文規著）を参照されたい。
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年１０月９日、両国間で、新プロジェクトの Record of Discussions（R/D）が正式に
締結された。

第３　新プロジェクトの枠組み
　１　目標及び成果

　前記の課題等を踏まえて策定されたのが新プロジェクトである。期間は、２０２１
年１月～２０２５年１２月の５年間である。枠組みの詳細は、別添ＰＤＭを参照して
いただきたいが、その概要は、以下のとおりである 7。
〇上位目標：法・司法改革が促進され、国家の国際競争力が強化される。
〇目�標：法・司法改革の促進と国家の国際競争力の強化に寄与するため、ベトナムの

法規範文書制度の質及びその効果的な執行が国際標準に照らして向上する。
〇成�果 1：党、国会、政府における新方針が策定されることを念頭に、法規範文書制

度の統一性、整合性及び実現性並びに利用可能性を確保して、政府による法規制
の負担が軽減するとともに、法の執行における効率性を向上させる観点から、特
定された優先課題に基づき選定された最優先課題の解決策を検討するワーキング
グループが設置される。

〇成�果 2：新方針の内容に沿って、法規範文書制度の統一性、整合性及び実現性並び
に利用可能性を確保して、政府による法規制の負担を軽減するとともに、法の執
行における効率性を向上させる観点から、最優先課題に関する具体的な解決策が
提案される。

　前記のとおり、新プロジェクトの特徴は、各カウンターパートにおける最優先課題
の絞り込み等を行う第一段階と、選定された最優先課題について解決策の提案を行う
第二段階の二つの段階に分けられた点にあるが、その趣旨は、前記の課題を踏まえ、
ベトナム側における２０２１年以降の新方針の策定に要する期間を一定程度考慮しつ
つ、プロジェクトで扱う活動については、新方針に沿うことなどの要件を満たす「最
優先課題」に絞り込む枠組みとした点にある。また、第二段階では、各カウンター
パートにおいて設立したワーキンググループが、共同討議の方式によって、これらの
最優先課題に関する実態調査、課題の原因分析、解決策の検討、提案を行うことを想
定しつつ、カウンターパート間にまたがる課題等、ワーキンググループのみでの解決
が困難な課題に対しては、より上位の幹部への提案等を行う機会としてのプラット
フォームとして、「ハイレベルフォーラム」の設置を可能とする枠組みとされた。

　２　カウンターパート及び日本側の体制
　カウンターパートは、前プロジェクトにおける司法省（ＭＯＪ）、首相府（ＯＯ
Ｇ）、最高人民裁判所（ＳＰＣ）、最高人民検察院（ＳＰＰ）、ベトナム弁護士連合会

（ＶＢＦ）に加え、新たに党中央内政委員会（ＣＩＡＣ）が加わった。ＣＩＡＣは、

7　２つの成果の指標の詳細については、おって調査団による調査等を経て決定される設計とされた。
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党中央執行委員会における内政、汚職防止及び司法改革分野の主要な政策及び方針に
関して助言を行う機関であり、ベトナムにおける２０２１年以降の新方針の策定を担
う指導的な機関でもある。プロジェクトオフィスの体制としては、前プロジェクトで
は、時期に応じて検察官出身、裁判官出身、弁護士出身、業務調整の各専門家からな
る４～５名の体制であったが、新プロジェクトからは、検察官出身、弁護士出身、法
務省出身、業務調整の４名体制となった。また、日本側の支援体制として、大学教授
や実務家の先生方で構成されるアドバイザリーグループを設置し、現地プロジェクト
オフィスを支援いただく体制が整えられた。

第４　新プロジェクトにおける活動状況等
　１　ローンチングセレモニーの開催

　新プロジェクト発足を記念して、２０２０年１２月にローンチングセレモニーが開
催された。同セレモニーは、ハノイと日本とをオンラインで結び、ベトナム側からロ
ン司法大臣、ゴック次官ほか、各カウンターパートから次官級の方々が、日本側か
ら、上川陽子法務大臣（当時）、山田滝雄駐ベトナム日本国駐箚大使、森嶌昭夫名古
屋大学名誉教授、中村俊之ＪＩＣＡ理事、清水暁ＪＩＣＡベトナム事務所所長らの
方々の出席を得て実施された。ロン大臣からは、長年の両国間の法整備の分野におけ
る協力関係の継続に対する謝意や新プロジェクト開始への喜びが、上川大臣からは、
両国の関係の深化や新プロジェクトへの期待が述べられるなどした。

　２�　プロジェクト運営規則・要領（Operational Regulations and Guidelines。以下「Ｏ
ＲＧ」という。）の策定、承認
　その後、年明けから、最初のプロジェクト活動として、プロジェクト活動を進める
際の基準等を定めるＯＲＧ案の作成に着手し、プロジェクトにおいて検討を進めた。
２０２１年４月、６つのカウンターパートが一同に集まる最初の機会となるキックオ
フミーティングを開催し、これを皮切りにＯＲＧ案について日越間で協議を重ね、そ
の後、同年９月に開催された第１回ＪＣＣにおいて、ＯＲＧの正式な承認に至った。
　なお、現プロジェクトの第二段階での活動の中心となるワーキンググループ活動
は、前プロジェクトで法曹三者による共同活動等に関与した一部のカウンターパート
を除き、必ずしもなじみのあるものではなかったこと、新プロジェクトから新たにカ
ウンターパートに加わった機関もあったことなどから、ＯＲＧでは、ワーキンググ
ループの目的、設置、構成員、活動の進め方、活動内容等、具体的なワーキンググ
ループ活動のルールを中心に定めることとしたほか、新たな課題の提案に関するプ
ラットフォームである前記ハイレベルフォーラムの具体的な開催手順を定めるなどし
た。

　３　最優先課題の選定
⑴　各カウンターパートとの間では、前記キックオフミーティング以降、最優先課題

の選定に関する協議が並行して進められた。最優先課題の選定については、その間
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のベトナムのコロナ情勢の推移も踏まえつつ、２０２２年３月に開催する第２回Ｊ
ＣＣにおける承認が目指されたが、同年２月半ば以降のハノイ市内での急激なコロ
ナ情勢の悪化の影響を受け、同年３月の時点で、ＯＯＧ、ＳＰＣ、ＳＰＰ、ＶＢＦ
の４つのカウンターパートについてはそれぞれ事実上の合意に達した一方、ＣＩＡ
Ｃ及びＭＯＪについては、なお関係者間での検討と協議が必要な状況と認められ
た。そのため、同月に開催された第２回ＪＣＣにおいては、最優先課題の承認が可
能なカウンターパートについて個別に承認を行う対応も検討されるなどしたが、ベ
トナム側から全てのカウンターパートを同時に承認したいとする強い意向が示さ
れ、最終的に、４月以降の早期に次回（第３回）のＪＣＣを開催するとともに、同
ＪＣＣにおいて全カウンターパートの最優先課題や活動計画等を承認することで合
意し、同方針の下で速やかに活動を進めていくこととなった。

⑵　なお、同年３月末時点での各カウンターパートにおける最優先課題案は、以下の
とおりである 8。

　　　ア　ＯＯＧ
　ＯＯＧの最優先課題としては、「ＯＯＧにおける法規範文書草案の審査の質及
び能力の向上」が柱とされる予定である。ＯＯＧは、多くの個別の法案を審査す
る業務を担っていることから、それらをＯＯＧにおける審査過程に関する調査、
原因分析等の具体例として位置付け、そうした課題を集積することを通じて、Ｏ
ＯＧにおける審査手続全体に共通する課題の分析、解決策の提案や、職員の審査
能力向上に向けた活動に活かしていくことを想定している。

　　　イ　ＳＰＣ
　ＳＰＣの最優先課題としては、「人民裁判所の審理における判例の発展（判決
書の作成、判例の選定及び活用等）」と「裁判所における調停・対話法の効果・
効率性の向上」が柱とされる予定である。判例の発展はベトナムの司法分野にお
ける継続的かつ重要な課題の一つであるところ、過去のプロジェクトにおける判
決書の作成に関する支援の知見が活かされることも期待される。

　　　ウ　ＳＰＰ
　ＳＰＰの最優先課題としては、「人民検察院の組織改革」と「検察官の実務能
力の向上」が柱とされる予定である。これらは、前記４８号、４９号決議に基づ
くＳＰＰにおける方針を２０２１年以降も実質的に継続するものといえる。特に
前者に関しては、現在、ＳＰＰにおいて、人民検察院の地位、役割、機能、義
務、組織、運用の刷新を目的として、独自に「２０２１年から２０３０年までの
ベトナム社会主義法治国家における人民検察院プロジェクト」が実施されてお
り、同プロジェクトの推移を踏まえながらこれを進めていく必要がある。

8　その後、２０２２年４月２８日、第３回ＪＣＣが開催され、いずれのカウンターパートについても、各記載のとおり
の最優先課題とともに、これに基づくワーキンググループや本年の活動計画が承認された。
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　　　エ　ＶＢＦ
　ＶＢＦの最優先課題としては、「弁護士会の組織強化」と「弁護士の育成強
化」が柱とされる予定である。具体的な活動としては、前者については、弁護士
会の広報の強化、ＶＢＦと地方弁護士会の関係の強化等が、後者については、デ
ジタルトランスフォーメーションに対応した弁護活動の強化、オンラインを活用
した弁護士研修の強化等が検討されている。

　　　オ　ＣＩＡＣ
　ＣＩＡＣの最優先課題としては、その主要な役割の一つである「汚職の予防・
防止」が柱とされる予定である。また、新方針に関する党内における助言も主な
職務とすることから、これに加えて、「２０４５年を見据えた２０３０年までの
ベトナム社会主義法治国家の構築、完備に向けた戦略決議の実施」を柱の一つに
加えることも検討されている。

　　　カ　ＭＯＪ
　ＭＯＪの最優先課題としては、「法整備の執行の質及び効率性の向上」と「法
執行の質及び効率性の向上」が柱とされる予定である。前者については、前プロ
ジェクトでも進められてきた法規範文書の不統一、不整合等に関する実情調査の
結果に基づき、その解決策に向けた検討を、後者については、これまでの法施行
監視活動の結果等に基づき、法の適切な施行に向けた問題点を整理し、その解決
策を検討することなどが想定されている。

　４　緊急の必要性の高い活動（例外活動）の実施
　このほか、各カウンターパートや部局における緊急の必要性の高い活動の実施につ
いてのベトナム側の強い要望を踏まえ、前記ＯＲＧで定めた要件に従い、各カウン
ターパートにおける例外活動を複数実施した。

　５　プロジェクトオフィス内の資料の整理
　ベトナムでは、過去約２５年にわたるプロジェクト活動によって多くの知見が蓄積
されてきた反面、その過程で作成された資料がプロジェクトオフィス内でも未整理の
ままとなっていた。そこで、これらの資料を整理するとともに、有用なものを２年目
以降のワーキンググループ活動で活用できるようにすることを目指し、プロジェクト
オフィス内に存在した紙媒体（約８，０００点）と電子データファイル（約２万点）
の資料について、いずれも目録の形でエクセルデータで一覧表化し、キーワードで検
索できるようにした。また、紙媒体の資料は保管棚と紐付け、電子データについては
リンクを明示するなどして、当該資料に容易にアクセスすることができるようにし
た。データの精度、利便性の向上のためには、引き続き関連作業を継続していく余地
があるが、まずは、一覧化の上、検索可能な状態に整理できたことで、今後の資料の
活用に向けた効果的なツールの基盤が整ったものと思われる。
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第５　終わりに
　新プロジェクトは、前記のとおり、その策定段階及び第一段階を通じて、新型コロナ
ウィルス感染拡大のタイミングと重なった。特に、２０２１年７月下旬から同年９月下旬
までは、罰則を伴う外出制限が課されるなど、ハノイ市内での厳格な社会隔離措置が実施
されたほか、２０２２年２月中旬から３月中旬にかけては、ハノイ市内の陽性者数が一日
当たり３万人を超え、各カウンターパートやプロジェクトオフィス内でも多数の陽性者が
発生するに至るなど、この間のコロナ情勢やこれに伴う規制は、現地のプロジェクト活動
にも少なからぬ影響を生じさせた。こうした中にあっても、プロジェクト活動を一歩ずつ
前に進めることができたのは、関係者の皆様の支えがあったからにほかならない。この
間、関係者の皆様にいただいた多くのご支援に改めて心から感謝申し上げるとともに、今
後、第二段階での活動が本格的に開始されていくに当たって、引き続き、プロジェクトに
対する温かいご支援とご協力をお願い申し上げたい。
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ec
t D
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n 
M

at
rix
【
日
本
語
版
】

案
件
名
：
法
整
備
・
執
行
の
質
及
び
効
率
性
向
上
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

実
施
機
関
：
司
法
省
、
共
産
党
中
央
内
政
委
員
会
、
首
相
府
、
最
高
人
民
裁
判
所
、
最
高
人
民
検
察
院
、
及
び
ベ
ト
ナ
ム
弁
護
士
連
合
会

タ
ー
ゲ
ッ
ト
グ
ル
ー
プ
：
司
法
省
、
首
相
府
、
最
高
人
民
裁
判
所
、
最
高
人
民
検
察
院
、
ベ
ト
ナ
ム
弁
護
士
連
合
会
の
法
律
実
務
家
、
司
法
関
係
職
員

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
期
間
：
 ２

０
２
１
年
１
月
１
日
～
２
０
２
５
年
１
２
月
３
１
日
（
５
年
間
）

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
サ
イ
ト
：
ベ
ト
ナ
ム
（
主
に
ハ
ノ
イ
） N
ar

ra
tiv

e 
S

um
m

ar
y

O
bj

ec
tiv

el
y 

Ve
rifi

ab
le

 In
di

ca
to

rs
M

ea
ns

 o
f V

er
ific

at
ion

Im
po

rta
nt

 A
ss

um
pt

io
n

Ac
hie

ve
m

en
t

Re
m

ar
ks

O
ve

ra
ll 

G
oa

l
ベ
ト
ナ
ム
政
府
に
よ
っ
て
取
り
ま
と
め
ら
れ
た
新
た
な
法
・
司

法
制
度
改

革
の
項
目
の
う
ち
、
国
家
の
国
際
競
争
力
に
関
連
す
る
項
目
に

つ
い
て
改

革
が
進
展
す
る
。

法
・
司
法
改
革
が
促
進

さ
れ

、
国

家
の

国
際

競
争

力
が

強
化

さ
れ

る
。

P
ro

je
ct

 P
ur

po
se

指
標

1：
起
草
・
審
査
プ
ロ
セ
ス
が
国
際
標
準
に
照
ら
し
て
改

善
す
る
。

指
標

2：
法
執
行
・
運
用
の
あ
り
方
が
国
際
標
準
に
照
ら
し
て

改
善
す
る
。

指
標

3：
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
お
い
て
提
案
さ
れ
た
解
決
策
に
基

づ
い
た
取

り
組
み
が
実
施
さ
れ
る
。

ベ
ト

ナ
ム

共
産

党
、

国
会
、

ベ
ト

ナ
ム

政
府

の
法
・

司
法

改
革

に
か

か
る

新
た

な
方

針
が
発
表
さ
れ
る
。

法
・

司
法

改
革

の
促

進
と

国
家

の
国

際
競

争
力

の
強

化
に

寄
与

す
る

た
め
、

ベ
ト

ナ
ム

の
法

規
範

文
書

制
度

の
質

及
び
そ
の
効
果
的
な
執

行
が

国
際

標
準

に
照

ら
し

て
向

上
す

る
。

O
ut

pu
ts

指
標

1-
1：

20
25

年
ま
で
の
段
階
、
及
び
そ
の
次
の
期
間
に
向
け
て
カ
ウ

ン
タ
ー
パ
ー
ト
機
関
が
取
り
組
む
べ
き
主
要
課
題
と
評
価
さ
れ

る
優
先
課

題
が
特
定
さ
れ
る
。

指
標

1-
2：

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

機
関

が
優

先
課

題
に

対
す

る
解

決
策

を
研
究
し
、
提
案
す
る
こ
と
が
可
能
と
認
め
ら
れ
る
テ
ー
マ
が
最

優
先
課
題

と
し
て
選
定
さ
れ
、
各
機
関
責
任
者
に
報
告
さ
れ
る
。

指
標

1-
3：

最
優

先
課

題
の

解
決

策
を

検
討

す
る

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
が
ｘ
 グ

ル
ー
プ
設
置
さ
れ
る
。

指
標

2-
1：

い
ず

れ
か

の
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
機

関
を

幹
事

機
関

と
す

る
個

別
の

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
が
、

各
グ

ル
ー

プ
に

つ
き

年
x
 
回

以
上

開
催
さ
れ
る
。

指
標

2-
2：

各
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル

ー
プ

よ
っ

て
取

り
纏

め
ら

れ
た

法
規

範
文
書
制
度
の
統
一
性
、
整
合
性
及
び
実
現
性
並
び
に
利
用
可
能

性
の
確
保

及
び
法
の
執
行
に
お
け
る
効
率
性
の
向
上
に
向
け
た
解
決
策
が

各
機
関
責

任
者
に
提
出
さ
れ
る
。

指
標

2-
3：

ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
の
検
討
状
況
が
少
な
く
と

も
年

x
 
回

程
度
、
日
本
側
の
法
・
司
法
関
係
機
関
に
情
報
共
有
さ
れ
る
。

成
果

1：
ベ

ト
ナ

ム
共

産
党
、

国
会

、
ベ

ト
ナ

ム
政

府
の

法
・

司
法

改
革

に
か

か
る

新
た

な
方

針
（

以
下
「

新
方

針
」）

が
策

定
さ

れ
る

こ
と

を
念

頭
に
、

法
規

範
文

書
制

度
の

統
一

性
、

整
合

性
及

び
実

現
性

並
び

に
利

用
可

能
性

を
確

保
し

て
政

府
に

よ
る

法
規

制
の

負
担

が
軽

減
す

る
と

と
も

に
、

法
の

執
行

に
お

け
る

効
率

性
が

向
上

す
る

観
点

か
ら
、

特
定

さ
れ

た
優

先
課

題
に

基
づ

き
選

定
さ

れ
た

最
優

先
課

題
の

解
決

策
を

検
討

す
る

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
が

設
置
さ
れ
る
。

成
果

2：
「

新
方

針
」

の
内

容
に

沿
っ

て
、

法
規

範
文

書
制

度
の

統
一

性
、

整
合

性
及

び
実

現
性

並
び

に
利

用
可

能
性

を
確

保
し
て
政
府
に
よ
る
法
規

制
の

負
担

が
軽

減
す

る
と

と
も

に
、
法

の
執

行
に

お
け
る
効
率
性
が
向
上
す
る
観
点
か
ら
、

最
優
先
課
題
に
関
す
る

具
体

的
な

解
決

策
が

提
案

さ
れ

る
。

A
ct

iv
iti

es
 

In
pu

ts
Im

po
rta

nt
 A

ss
um

pt
io

n

(1
-1

) 
カ
ウ
ン
タ
ー

パ
ー

ト
機

関
（

MO
J、

共
産

党
中

央
内

政
委

員
会

、
O

O
G
、

S
P

C
、

S
P

P
、

V
B

F ）
及
び

JI
C

A
は
、

各
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
機

関
に

共
通

し
て

適
用

さ
れ

る
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
運

営
規

則
・

要
領

を
策

定
し
、

プ
ロ

ジ
ェ
ク
ト
開
始
後

6
か

月
以

内
に

開
催

さ
れ

る
第

1
回

合
同

調
整

委
員

会
で
こ
れ
を
承
認
す
る
。

(1
-2

) 
カ
ウ
ン
タ
ー
パ

ー
ト

機
関

は
、

各
機

関
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

・
マ

ネ
ー
ジ
ャ
ー
の
監
督
と

JI
CA

専
門
家
を
含

む
日
本
側
の
専
門
家
（

以
下

「
日

本
側

専
門

家
」）

の
協

力
の

下
、
共

産
党
中
央
委
員
会
政
治
局

20
05

年
第

48
号
・

第
49

号
決
議
（
以
下

「
第

48
号
・
第

49
号

決
議

」）
の

総
括

の
結

果
、

未
達
成
で
あ
る
と
さ
れ
た
各
機
関
の
課
題

を
確
認
す
る
。

(1
-3

) 
カ
ウ
ン
タ
ー

パ
ー

ト
機

関
は

、
各

機
関

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
・
マ

ネ
ー
ジ
ャ
ー
の
監
督
と
日
本
側
専
門
家
の
協

力
の

下
、
(1
-2
)
の

課
題

の
中

か
ら
、「

新
方

針
」

に
お

い
て
、

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

機
関

が
取

り
組

む
べ

き
主

要
課
題
と
し
て
示
さ
れ
る

で
あ

ろ
う

課
題

を
優

先
課

題
と

し
て

特
定

す
る

。
優
先
課
題
は
、
第

48
号
・
第

49
号
決
議

の
中
心
的
課
題
で
あ
る

、
法

規
範

文
書

制
度

の
統

一
性

、
整

合
性

及
び

実
現
性
並
び
に
利
用
可
能
性
の
確
保
と
法
執

行
に
お
け
る
効
率
性
の

向
上

に
密

接
不

可
分

に
関

わ
る

も
の

で
あ

る
。

(1
-4

) 
カ
ウ
ン
タ
ー

パ
ー

ト
機

関
は

、
各

機
関

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
・
マ

ネ
ー
ジ
ャ
ー
の
監
督
と
日
本
側
専
門
家
の
協

力
の
下
、
日
越
双
方

が
こ

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
に

投
入

可
能

な
資

源
を

考
慮

し
た
上
で
、
(1
-3
)
で
特
定
さ
れ
た
優
先

課
題
の
中
か
ら
、
法
・
司

法
分

野
に

お
け

る
こ

れ
ま

で
の

日
越

の
協

力
に

よ
り
蓄
積
さ
れ
た
知
見
を
十
分
に
活
用
す

る
こ
と
に
よ
っ
て
、
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー

ト
機

関
が

優
先

課
題

に
対

す
る

解
決

策
を
研
究
し
、
提
案
す
る
こ
と
が
可
能

と
認
め
ら
れ
る
テ
ー
マ

を
最

優
先

課
題

と
し

て
選

定
す

る
。

(1
-5

) 
カ
ウ
ン
タ
ー

パ
ー

ト
機

関
は

、
各

機
関

の
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
・
マ

ネ
ー
ジ
ャ
ー
の
監
督
と
日
本
側
専
門
家
の
協

力
の
下
、（

1-
4）

で
選

定
さ

れ
た

最
優

先
課

題
に

対
す

る
解

決
策

を
研

究
・
提
案
す
る
た
め
、
個
々
の
最
優
先
課
題

の
内
容
及
び
性
質
に
応

じ
て

、
い

ず
れ

か
の

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

機
関

を
幹
事
機
関
と
す
る
個
別
の
ワ
ー
キ
ン
グ
グ

ル
ー
プ
を
、
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト

運
営

規
則

・
要

領
に

従
っ

て
設

置
す

る
。

Th
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Ja
pa

ne
se

 S
id

e
Th

e 
Vi

et
na

m
es

e 
Si

de
・

実
施

機
関

に
大

き
な

組
織

改
編
が
生
じ
な
い
。

・
実

施
機

関
の

所
管

業
務

に
大
き
な
変
更
が
生
じ
な
い
。
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es

P
re

-C
on

di
tio

ns

・
20
20

年
を

目
標

と
す

る
法
・

司
法

改
革

戦
略

の
総

括
結

果
が

ベ
ト

ナ
ム

政
府

よ
り

共
有
さ
れ
る
。

・
選

出
さ

れ
た

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー

プ
メ

ン
バ

ー
が

積
極

的
に

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

活
動

に
参

加
す

る
こ

と
が

約
束

さ
れ

る
。
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(2
-1

) 
各
ワ
ー
キ
ン
グ

グ
ル

ー
プ

は
、
日

本
側

専
門

家
の

協
力

の
下

、
自

ら
が
担
当
す
る
最
優
先
課
題
に
つ
い
て
研

究
し
、
そ
の
解
決
策

を
提

案
す

る
に

至
る

ま
で

の
各

ワ
ー

キ
ン

グ
グ

ル
ー
プ
の
活
動
計
画
を
策
定
す
る
。

(2
-2

) 
カ
ウ
ン
タ
ー
パ

ー
ト

機
関

は
、

各
機

関
の

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
・
マ

ネ
ー
ジ
ャ
ー
の
監
督
と
日
本
側
専
門
家
の
協

力
の
下
、
日
本
側
専

門
家

が
提

供
す

る
、

過
去

の
日

越
間

に
お

け
る

法
・
司

法
分
野
で
の
協
力
活
動
の
過
程
で
蓄
積

さ
れ
た
各
種
資
料
等

の
中

か
ら

、
法

規
範

文
書

制
度

の
統

一
性

、
整

合
性

及
び
実
現
性
並
び
に
利
用
可
能
性
を
確
保

し
て
政
府
に
よ
る
法

規
制

の
負

担
が

軽
減

す
る

と
と

も
に

、
法

の
執

行
に

お
け
る
効
率
性
が
向
上
す
る
と
い
う
観
点

か
ら
有
用
と
認
め
ら

れ
る

資
料

を
選

別
し

、
こ

れ
を

各
ワ

ー
キ

ン
グ

グ
ル
ー
プ
に
提
供
す
る
。

(2
-3

) 
各
ワ
ー
キ
ン
グ

グ
ル

ー
プ

は
、
日

本
側

専
門

家
の

協
力

の
下

、（
2-
1）

で
策
定
し
た
各
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー

プ
の
活
動
計
画
に
基

づ
き

活
動

を
行

い
、

最
優

先
課

題
に

つ
い

て
研

究
・
討

議
し
、
解
決
策
に
つ
い
て
の
具
体
的
な

提
案
を
書
面
に
ま
と

め
る

。
こ

の
協

議
に

お
い

て
、
日

本
側

専
門

家
は

討
議

内
容
の
取
り
ま
と
め
等
を
す
る
と
と
も

に
、
必
要
に
応
じ
て

日
本

の
知

見
、

経
験

、
情

報
等

を
提

供
す

る
。

(2
-4

) 
各
ワ
ー
キ
ン
グ

グ
ル

ー
プ

は
、

日
本

側
専

門
家

の
協

力
の

下
、

プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
運
営
規
則
・
要
領
に
則
り
、

日
越
双
方
の
合
意
を

得
た

う
え

で
、
担

当
す

る
特

定
の

最
優

先
課

題
に

つ
き
、
下
記
の
条
件
の
下
に
、
社
会
調
査
、

セ
ミ
ナ
ー
又
は
ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
を

実
施

す
る
：
(i
) 
日

本
側

専
門

家
も

交
え
た
当
該
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
に
よ

る
検

討
の

結
果
、

当
該

最
優

先
課

題
の

研
究

及
び

そ
の

解
決

策
の

具
体

的
な

提
案

の
と

り
ま

と
め

を
行

う
た

め
に

は
、
社
会
調
査
、
セ
ミ
ナ

ー
ま

た
は

ワ
ー

ク
シ

ョ
ッ

プ
に

よ
る

情
報

収
集

が
不
可
欠
で
あ
る
と
判
断
さ
れ
る
こ
と
、

(i
i)

 
幹
事
機
関
独
自
で

の
実

施
等

の
他

の
代

替
手

段
が

な
い

こ
と

、
(i
ii
) 

そ
の
実
施
が
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ

構
成
員
お
よ
び
日
本

側
専

門
家

に
過

大
な

業
務

負
担

を
も

た
ら

さ
な

い
こ
と
。

(2
-5

) 
日
本
側
専
門
家

は
、

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

運
営

規
則
・
要

領
に

則
り

、
活
動

1-
3
で
特
定
さ
れ
た
優
先
課
題
の
な

か
で
、
カ
ウ
ン
タ
ー
パ

ー
ト

機
関

が
直

面
す

る
、
緊

急
性

が
高

く
、
必

要
不
可
欠
と
判
断
さ
れ
、
か
つ
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
の
中
心
的
な
活
動

と
の

関
連

性
の

あ
る

課
題

に
つ

い
て

、
カ

ウ
ン

タ
ー

パ
ー
ト
機
関
が
詳
細
年
間
活
動
計
画
に
含

め
、

合
同

調
整

委
員

会
で

の
承

認
を

受
け

た
場

合
に

限
り

、
参

考
と

な
る

資
料

提
供

等
（

セ
ミ

ナ
ー

等
含

む
）、

適
切
な
方
法
に
よ
る
支

援
を

カ
ウ

ン
タ

ー
パ

ー
ト

機
関

に
対

し
て

行
う

。

(2
-6

) 
カ
ウ
ン
タ
ー
パ

ー
ト

機
関

は
、

日
本

側
専

門
家

及
び

そ
の

他
日

本
側
関
係
機
関
・
関
係
者
の
協
力
の
下
、
各

ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー

プ
に

よ
り

研
究
・
討

議
さ

れ
る

最
優

先
課

題
ま

た
は

そ
の
関
連
課
題
の
う
ち
、
容
易
に
解
決
で

き
な
い
課
題
に
つ
い

て
ハ

イ
レ

ベ
ル

で
協

議
す

る
こ

と
を

目
的

と
し

、
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
運
営
規
則
・
要
領
に
従
っ
て

ハ
イ
レ
ベ
ル
フ
ォ
ー

ラ
ム

を
開

催
す

る
。

ハ
イ

レ
ベ

ル
フ

ォ
ー

ラ
ム

で
は
、
参
加
者
は
各
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
か

ら
活
動
の
結
果
報
告

も
し

く
は

進
捗

状
況

中
間

報
告

を
受

け
た

検
討

を
行
う
。

(2
-7

) 
カ
ウ
ン
タ
ー
パ

ー
ト

機
関

及
び

JI
C

A
は

、
日

越
間

の
法
・
司

法
分
野
に
お
け
る
協
力
の
下
で
、
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
の
活
動
状
況
を

随
時

日
本

側
の

法
・
司

法
関

係
機

関
に

情
報

共
有

す
る
こ
と
に
よ
り
、
幅
広
い
日
越
の
法
・
司

法
関
係
機
関
の
間
の

連
携

を
促

進
す

る

➡
<I

ss
ue

s a
nd

 co
un

ter
me

as
ur

es
>
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